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研究成果の概要（和文）：本研究では、医療紛争に関して、今後のあるべき患者と医療従事者の

具体的な救済過程を構築することを目指して、インターネットおよび FAX などによって、医師

や看護師などの医療従事者に対する医療紛争に関して意識調査を行っている。さらに、民事裁

判のほか、平成 21年に設立されている産科医療補償制度の具体的な事案を分析することによっ

て、医療紛争の裁判外での解決、不法行為制度と無過失補償の役割分担に関しても分析を行っ

ている。あわせて、アメリカ、フランス、イギリスおよびドイツなどにおける医療紛争の比較

法的考察も行っている。 

 
研究成果の概要（英文）： 
The medical malpractice is one of the most adversarial and time consuming litigation.  
It is not just a professional problem for physicians and hospitals, but also a grave public 
health problem because fear of litigation drives  physicians to leave practice or stop 
providing high-risk services. The adversary proceeding often makes the relationship 
between patients and physicians worse. 
We conducted questionnaire with regards to medical malpractice to physicians and nurses 
by internet and facsimile  in 2009 and 2010. According to our research, the reliability 
of judge and civil court system is low. The medical practitioners try to handle the medical 
dispute faithfully but they are concerned about the number of litigation may be increased. 
We also conducted comparative study of medical malpractice and patient safety such as 
United States, France, Germany and United Kingdom.  
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 直接経費 間接経費 合 計 

2008年度 11,400,000 3,420,000 14,820,000 

2009年度 7,400,000 2,220,000 9,620,000 

2010年度 5,600,000 1,680,000 7,280,000 
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１．研究開始当初の背景 
医療紛争の実態に関しては、患者および
その家族からだけではなく、医療従事者
の意識がどのようなものであるかを科

学的に考察する必要があることは言う
までもない。ところが、従来の意識調査
では、調査対象に関して一般人にまで広
げて行っている反面、医療従事者に焦点
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をあてた意識調査を実施してこなかっ
たために、医療紛争に対する医療従事者
への理論的な検討が十分に行われてこ
なかった。具体的な医療過誤に関する患
者および患者の家族の著作も公刊され
ている。これに対して、医療現場の問題
点として医師がリスクをともなう治療
を積極的に行わないなど防御医療に関
して言及されているにすぎず、我が国で
はアメリカなどと比較すると、診療や治
療行為を行っている医療現場の生の声
を汲み上げて、理論的に分析・研究する
ことはほとんど存在していなかった。 
２．研究の目的 

本研究の目的は、医療紛争に関して、
今後のあるべき患者と医療従事者の具
体的な救済過程を構築することを目指
している。特に、医師や看護師などの医
療従事者に対して、インターネットおよ
び FAX などによって意識調査を行い、実
証的な分析に基づいて、なるべく具体的
な救済のモデルを構築することを目指
している点が他の研究とは一線を画す
る独自の特色がある。 
３．研究の方法 
医療従事者に対する医療紛争に関する意

識調査として、2009年に医師に対して、医療
紛争に関する意識調査をインターネットで
行っている（インターネット調査は、2009年
2 月 20 日から同年 2 月 27 日まで WEB 上に公
開して行い、調査依頼総人数は 6,762名、そ
の内の回答有効人数は、517 名である（有効
回答率：7.7パーセント)。インターネットに
よる事前調査の結果をふまえて、質問項目を
見直した上で医師および看護師に対して、郵
送による医療紛争に関する意識調査を行っ
ている。2012年までに合計 2,000件を入力し、
分析作業を係属して行っている。 
2010年 9 月～2011 年 3月まで、研究代表

者の我妻は、ハーバード大学ロースクールの
Petrie-Flom Centerで、主として医療紛争
の日米比較研究を行い、Glenn Cohen准教授、
Eric Feldman教授などと意見交換をし、2012
年 3月に再度意見交換をしている。 
2011年には、産科医療補償制度の原因分析

報告書の事例の概要、脳性麻痺発症の原因お
よび臨床経過に関する医学的評価などの分
析から医療紛争にいたる経緯を分析してい
る。 
 
４．研究成果 
医師や看護師に対する医療紛争に関する

アンケート調査をインターネットおよび不
アックスを通じて行い、現在分析中である。

顕著な結果としては、医療安全に関する基盤
整備が進められている変面、医師の裁判官や
裁判制度に対する不信感が強いことである。

我が国においては、裁判官および民事裁判制
度に関して一般に信頼生が高いのとは対照
的である。 

医師は診療に関する患者の苦情処理に対
して、誠実に対応を努めているが、医師と患
者の信頼関係が将来的に悪化し、患者への対

応をより改善する必要性を感じていること
が示されている。今後、医療事故に遭遇する
危険、医療訴訟の増加について懸念を示して

いる医師が多い。したがって、医療紛争に関
して、裁判だけではなく、事件類型に応じた
裁判外の紛争処理制度を構築することが医

療現場でも望まれていることが実証された
といえよう。 
大学病院および国立病院機構に所属する

病院のほとんどは、医療安全の意識が高く、
組織的に取り組まれている。これに対して、
診療所などの小規模の医療機関における医

療安全に関する取り組みは、必然的に担当者
の人的属性に左右される。 
他の国々においても、医療紛争に関して裁

判か、保険会社あるいは医療機関との直接交
渉といった二者択一の解決だけではなく、第
三の方法として、いかに公正・公平な解決を

図ってゆくかが重要となっている。患者と医
療従事者のコミュニケーションなどの修復
を目指す取り組みも行われているが、特に医

療従事者の当該行為の妥当性を検証する機
関（ドイツの各州の医師会）や無過失補償制
度（ニュージーランド、スウｴーデン、フラ

ンス）が注目される。 
我が国においても 2009 年から産科補償制

度が開始され、事案分析を行っている。 

医療安全と医療紛争の公正・公平な解決と
は両輪の輪であり、医療機関には今後も不断
の努力が求められるとともに、特に診療所な

どの小規模の医療機関にも浸透することが
求められている。 
医療紛争に関して、従来の裁判所や患者と

医療機関の交渉以外にも、研究開始の当初と
比較しても、種々の裁判外紛争処理機関が各
地に設けられている。これらの裁判外紛争処

理機関への聞取調査を将来的に行い、医療紛
争の現状を分析し、今後の医療紛争の簡易･
迅速な解決の仕組みを形成してゆくことが

課題である。あわせて、医療機関が行ってい
る医療安全講習会などを通じて、医療従事者
の啓蒙に努めてゆきたい。 
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